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禁輸対象スクリーニングの4つの課題 ～リスク軽減と効率化～
トムソン・ロイター

国際貿易におけるコンプライアンスのリスクが増す昨今、取引禁輸対象スクリーニング（DPS）は 
企業にとって不可欠なシステムとなっています。DPSが重要視されている理由として、4つの課題
を見ていきましょう。 

取引禁止対象 
スクリーニング
ルールの複雑化

貿易業務が複雑であるのは昔も今も同
じです。国境やタイムゾーンを超え
て、税率、関税、消費税、規制の異な
る枠組みによる複雑な環境のもと、商
品が流通しているためです。この数十
年で、自由貿易協定、世界貿易機関を
はじめとする多国籍組織による統制、
および通関手続きの改定により、貿易
の自由度と公正さが増した一方で、報
告やコンプライアンスの面で複雑さが
増すこととなりました。

近年、人身売買、強制労働、紛争鉱物
等を規制する法律が制定され、個人、
企業、国に対する経済面・貿易面での
制裁の行使が増えたことにより、取引
条件だけでなく、取引企業や個人へと
関心の矛先が移ってきています。その
結果、「取引禁止対象」リストの数と
範囲が急激に拡大し、違反した場合に
は罰金や制裁が課される可能性が出て
きました。 

制裁が複雑化を助長：たとえば
「50%ルール」と呼ばれる規定で
は、米国財務省の外国資産管理局
（OFAC）と欧州委員会の金融安定総
局が制裁の範囲を広げ、取引禁止対
象の個人・企業の持分率が50%を超え
る他の企業も含めることになりまし
た。特定国籍業者（SDN）リストや部
門別制裁対象者（SSI）リストの詳細
は公開されておらず、リストは頻繁
に変更されます。

デューデリジェンスを行うにはすべ
ての関連情報、また、DPS違反の防
止と報告のための措置の記録を含む
DPSに関する監査証跡が必要になり
ます。検出漏れや誤検出のリスクがあ
ることを考えると、 公開データや第三
者データの信頼性が重要になってきま
す。

 連日報道される需要と供給のギャッ
プに加え、新たな制裁の発表によ
り、コンプライアンス担当者の果た
す役割の重要性が高まり、自動化の
ニーズが浮き彫りになってきまし
た。トムソン・ロイターの
ONESOURCE® Global Trade担当シニ
アプロダクトマネージャーである
バージニア・トンプソンはこう説明
します。「コンプライアンス部門は
まさに今、経営幹部との交渉の機会
を得て、リスク管理自動化やツール
の予算を確保できるようになってい
ます。これは、コンプライアンス違
反のリスクや、その難しさについて
深く理解されるようになったためで
す。」

ロシアに対する制裁はすでに、金融、エ
ネルギー、外食、小売業の西側大手企業
がロシアでの事業を停止する段階にまで
来ています。中国西部で受託製造を行う
衣料品やテクノロジーなどの企業は、制
裁の遵守や強制労働の是正だけでなく、
報復措置の可能性や、生産拠点の移転に
伴うコスト、品質、物流の問題について
も難しい判断を迫られています。

取引禁止対象スクリーニングは、リスク
を軽減する透明性をもたらす一方で、ス
クリーニング基準を遵守しようとするこ
とで、これらの判断の不確実性が増すこ
とになります。特に、法律の制定から、
施行規則の草案作り、取引禁止対象リス
トの公開までにタイムラグがあることを
考えると、不確実性の高まりは避けられ
ません。ONESOURCE®プロダクトマネー
ジャーのフェルナンド・アリアガは次の
ように述べています。「たとえ取引の交
渉が問題なくまとまったとしても、2 週間
後に商品を出荷する頃には、状況が変
わっている可能性もあります。よって、
自分達がリストを遵守しているのかどう
か、常に確認しなければなりません。」OFACだけを見ても、35を超える制裁 

プログラムが実行中であり、そこには
特定の国、国のグループ、および不法
行為に関連する75を超える取引禁止
対象リストが含まれます。全世界で
は、700を超えるリストが公開されて
おり、2022年2月以降情報更新され
た、2万5,000を超える取引禁止対象
がスクリーニングの対象となっていま
す。 

最近のロシアに対する米国とEUの制
裁や、米国のウイグル強制労働防止法
など、新疆自治区のウイグル族の処遇
をめぐっての中国に対する措置によ
り、スクリーニングの段階が引き上げ
られ、銀行取引や系列会社の資本関
係、石油・天然ガスからレアアース
やレアメタルなどのロシアの戦略物資
の輸出取引、中国からの繊維製品、衣
料品、トマト、半導体の輸出および戦
略産業関連の個人富裕層にまでその範
囲が及ぶようになっています。

常に変化する
国際取引要件

効果的なサプライチェーン管理を行う
には、取引関係者の間でしっかりと協力
し合うことが必要です。医薬品の有効性
や食品の安全性が危険にさらされること
のあるコールドチェーンにおいては、特
にこれが重要になってきます。しかし、
従来のデータで生成されるPDF ファイル
は、データ分析システムでの処理が容易
ではなく、取引関係者とそのまますぐに
共有することもできません。

2 取引禁止対象
スクリーニン
グリストの断
続的な更新
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スマートデバイスから自動でデータを
転送し、Webベースの共通プラット
フォーム上でそれらを表示することに
より、データが共有され、取引関係者
同士が連携して、今日の高度なサプラ
イチェーン取引に対応することができ
ます。たとえば、データが空港の駐機
場での温度異常を検知した場合、関係
者は連携して、傷みやすい商品をすぐ
に保冷庫に入れるよう空港運営者に申
し入れることができます。このよう
に、サプライチェーン管理者は、敵対
的な関係ではなく、密に連携する事が
大切です。

単調な取引禁止対象
スクリーニング業務

ファイナンシャルリスクやレピュ
テーションリスクから企業を守る為
に、DPSは欠かせません。しかし、
あまりにも多くの企業が、取引禁
止対象スクリーニングはボックスに
チェックマークを付けるだけのもの
であり、どのスクリーニングも同じ
だと思い込んでいます。

膨大な数の規制が日々更新される
ため、新たなスクリーニング基
準、取引禁止対象リストが断続的
に追加されており、デューデリ
ジェンスは複雑化しています。こ
のような状況で手動のスクリーニ
ングは管理不能な状況になりつつ
あります。困難な状況において、
企業は、既存の機能や、低コスト
のソリューションを利用して回避
策を探すことになります。増え続
ける作業負荷に対応するためにス
タッフを増員し、発注書の作成や
顧客への発送の準備段階だけしか
スクリーニングを実施しなかった
り、規制された個人・企業の資本
関係や提携についての詳細なスク
リーニングは行わずにおいたり、
旧式の検索エンジンを使った規制
リストのスクリーニングだけで留
めておくといったことが考えられ
ます。

コンプライアンスの責任は、企業
が負うことになります。取引内容
によっては、罰金が数十億円に及
ぶこともあります。あまりにも多
くの可変要素が常に関わってくる
ため、手動でのスクリーニングは
不可能です。幸いなことに、各種
の市販ソフトウェアソリューショ
ンは、ほとんどの企業にとって手
頃な価格になってきており、カス
タマイズされた一連のリストか、
禁止対象の国、組織、個人を高い
精度で自動的にスクリーニングで
きます。

それでも、ソフトウェアは一様ではなく、
企業による自衛が必要です。少なくとも、
取引関係者と取引禁止対象者リストの数に
応じて、できるだけ頻繁にスクリーニング
を行う必要があります。可能であれば、毎
日行うのが理想的です。資本関係や経営権
の関係を掘り下げて調査し、スクリーニン
グできる機能が必要です。検索エンジン
は、高度な照会能力と多段階アルゴリズム
を利用することで、名前と住所を比較し、
スペル、略語、句読点、その他の異常を検
知するものでなければなりません。これら
の機能は、情報を見逃すことなく、検出漏
れを最小限に抑える事が可能です。更に、
顧客確認（KYC）、マネーロンダリング対
策（AML）、およびテロ資金供与対策
（CFT）の規制基準を満たすレポートを生
成するソリューションである必要がありま
す。

DPSの詳細はこちら

ONESOURCE®　Denied　Party  
Screeningは、単独での導入、既存
システムと統合、ONESOURCE® 
Import Management and
Export Managementプラット
フォーム内の機能の一部として使用
することができ、自国および世界の
取引先とのビジネスを安心して行え
ます。210の国と地域における60以
上の言語で、700を超える取引禁止
対象リストを参照し、取引禁止対象
者、禁輸対象国、取引禁止対象の所
有企業を特定します。

一般公開されている独自の情報源
から収集されたデータは、多言語
の調査員300人からなる社内チーム
によって、24時間365日体制で継続
的に監視、検証、更新されます。適
用範囲は、個々のお客様の特性と
ビジネスルールに合わせてカスタ
マイズ可能です。

トムソン・ロイター

トムソン・ロイターは、ビジ
ネス情報サービスを提供する
リーディングプロバイダーで
す。当社 製 品 に お い て は 、
法 務 、 税 務、会計、コンプラ
イアンスの専門化された情報
対応ソフトウェアおよびツー
ルを提供すると共に、世界最
高のグローバルニュースサー
ビスであるロイターも運営し
ています。トムソン・ロイ
ターの詳しい情報は
thomsonreuters.jpをご覧く
ださい。jp.reuters.comでは
世界の最新のニュースをお届
けしています。

包括的な取引禁止対象スクリーニングソリューション 

お問い合わせ

トムソン・ロイター株式会社
貿易管理ソリューション

marketingjp@thomsonreuters.com
Web：thomsonreuters.jp

高度な検索エンジン設定により、
性別、元の言語の名前、ID番号、
生年月日や出生地といった二次的
識別情報を伴う詳細なデータが提
供されることで、誤検出や無駄な
検索時間が最小限に抑えられま
す。 

さらに、スクリーニング結果か
ら、米国の国務省と商務省を含
む、複数の国際機関のデューデリ
ジェンスに遵守した監査証跡が作
成されます。また、情報を管理・
共有するために文書化、抽出、照
会、および電子メール機能にも対
応しています。このツールによ
り、会社が取引禁止対象スクリー
ニングの最新の要件とリストに準
拠していることを保証することが
できます。

http://tax.tr.com/globaltrade
thomsonreuters.jp
C286055
Cross-Out

jp.reuters.com
https://www.thomsonreuters.co.jp/ja/products-services/global-trade-overview/denied-party-screening.html
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